
新城市若者チャレンジ補助金交付要綱
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（趣旨）

第１条 この要綱は、新城市若者条例（平成２６年新城市条例第５６号）第１２条

第１項に基づき、若者が活躍するまちの形成の推進に資すると認められる若者及

び市民が取り組む活動を支援するため、市の予算の範囲内で交付する新城市若者

チャレンジ補助金（以下「補助金」という。）について、新城市補助金等交付規則

(平成１７年新城市規則第４３号。以下「規則」という。) に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。

⑴ 住民 新城市自治基本条例（平成２４年新城市条例第３１号）第２条第１号

に規定するものをいう。

⑵ 市民 新城市自治基本条例第２条第２号に規定するものをいう。

⑶ 若者 新城市若者条例第２条第２号に規定するものをいう。

（補助事業）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次のいず

れにも該当する事業で別表第１に掲げる事業とする。

⑴ 若者がチャレンジする事業

⑵ 市内で実施される事業

⑶ 目的及び計画が策定されている事業

２ 前項の規定にかかわらず次のいずれかに該当するときは、補助事業としない。

⑴ 営利を目的とする事業

⑵ 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的

とする事業

⑶ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする事業

⑷ 公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職にある者（候

補者を含む。）若しくは政党を推薦し、又はこれらに反対することを目的とす

る事業

⑸ 活動を行う団体の構成員の交流又は親睦等を目的とする事業

⑹ 公序良俗に反する事業

⑺ 特定の個人又は団体のみが利益を受ける事業

⑻ この事業について、他の制度から補助金等の交付を受ける事業

（補助事業者）
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第４条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という）は、若者を中心として構

成された団体であって次の各号を全て満たす団体とする。

⑴ 若者５人以上で構成する団体であること

⑵ 団体の構成員の過半数が若者であり、かつ構成員に１８歳以上の者が１人以

上含まれていること

⑶ 主として市内で公益活動を行う団体

２ 前項の要件の有無にかかわらず、次に該当する団体は、補助事業者になること

はできない。

⑴ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある団体

⑵ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１

４７号）に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統制下にある団体

⑶ 政治活動や宗教上の教義を広める活動を主たる目的とする団体

⑷ 公序良俗に反する団体

（補助対象経費）

第５条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業の遂

行に要する経費とする。ただし、次に掲げる経費は補助対象経費から除外する。

⑴ 人件費

⑵ 食糧費

⑶ 用地費

⑷ 施設、設備等の維持管理費

⑸ 領収書等により補助事業者が支払ったことが明確に確認できない経費

⑹ その他事業の実施に直接関係のない経費、又は市長が社会通念上適切でない

と認めた経費

２ 次に掲げる経費のみの事業及び次に掲げる経費の組み合わせのみによる事業

は、補助の対象としない。

⑴ 交通費

⑵ 宿泊料

⑶ 講師等への謝礼

⑷ 工事請負費

⑸ 委託料

⑹ 借上料

⑺ 使用料



3

⑻ 備品購入費

（補助金の額等）

第６条 補助金の額は、補助対象経費の合計額に次の表に掲げる補助率を乗じて得

た額とし、補助限度額を上限とする。この場合において、補助金の額に１，００

０円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てた額とする。ただし、構成

する若者の割合が同じである場合は、補助限度額の高い方を適用する。

（補助事業の期間）

第７条 補助事業を実施することのできる期間は、当該年度限りとする。

（補助金交付申請等）

第８条 交付申請等の手続きは、規則により行い、様式は別表第２に掲げる様式第

１から第１４を使用する。

（申請書の審査等）

第９条 申請書の審査は新城市若者チャレンジ補助金審査委員会条例第１条に基づ

き、新城市若者チャレンジ補助金審査委員会（以下「委員会」という。）が行うも

のとする。

２ 審査の方法は別に定める。

（交付決定前着手）

第１０条 交付決定前着手は、原則として行わない。ただし、市長が必要と認める

場合は妨げない。この場合、補助金の交付対象とならない場合があることを申請

者に十分説明しなければならない。また、市長が交付決定前着手を認めた場合に

おいても、交付決定手続を委員会の審査終了後に速やかに行うものとする。

２ 申請者は、前項の規定により交付決定前に事業を実施しようとするときは、交

付決定前着手承認申請書（別表第２様式第１５）を市長に提出し、承認を受けな

ければならない。

３ 市長は、前項の規定により交付決定前着手承認申請書が提出されたときは、内

容を審査し、適当と認めた場合は、交付決定前着手を承認し、交付決定前着手承

認通知書（別表第２様式第１６）により、申請者に通知しなければならない。

（その他）

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

構成する若者の割合 補助率 補助限度額

中学生が過半数 １０／１０以内 ５万円

高校生が過半数 １０／１０以内 １０万円

上記以外の若者が過半数 １０／１０以内 ５０万円



4

附 則

この要綱は、平成２７年３月３１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
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別表第１（第３条関係）

補助事業

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る事業

２ 社会教育の推進を図る事業

３ まちづくりの推進を図る事業

４ 観光の振興を図る事業

５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る事業

６ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る事業

７ 環境の保全を図る事業

８ 災害救援事業

９ 地域安全事業

１０ 人権の擁護又は平和の推進を図る事業

１１ 国際協力の事業

１２ 男女共同参画社会の形成の促進を図る事業

１３ 子どもの健全育成を図る事業

１４ 情報化社会の発展を図る事業

１５ 科学技術の振興を図る事業

１６ 経済活動の活性化を図る事業

１７ 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する事業

１８ 消費者の保護を図る事業

１９
前各号に掲げる事業を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援

助の事業
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別表第２（第８条・第１０条関係）

手 続 様 式 名 称 要綱に定める様式

交付の申請

新城市若者チャレンジ補助金

交付申請書
様式第１

事業計画書① 様式第２－１

事業計画書② 様式第２－２

収支予算書 様式第３

決定の通知
新城市若者チャレンジ補助金

交付決定通知書
様式第４

事業計画内容の変更等

新城市若者チャレンジ補助金

交付変更申請書 様式第５

変更収支予算書

取消しの決定
新城市チャレンジ補助金交付

取消決定通知書
様式第６

変更交付の決定
新城市若者チャレンジ補助金

交付変更決定通知書
様式第７

事業の中止・廃止等
新城市若者チャレンジ補助

金事業中止（廃止）申請書
様式第８

概算払の請求
新城市若者チャレンジ補助金

概算払請求書
様式第９

実績報告

新城市若者チャレンジ補助金

実績報告書
様式第１０

事業報告書 様式第１１

収支報告書 様式第１２

交付金額の確定
新城市若者チャレンジ補助金

確定通知書
様式第１３

請求
新城市若者チャレンジ補助金

請求書
様式第１４

交付決定前の着手
新城市若者チャレンジ補助金

交付決定前着手承認申請書
様式第１５
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承認の通知
新城市若者チャレンジ補助金

交付決定前着手承認通知書
様式第１６



8

様式第１（第８条関係）

年 月 日

新城市長

申請者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金交付申請書

新城市若者チャレンジ補助金（ １．中学生 ２．高校生 ３．若者一般 ）

の交付を受けたいので、次のとおり申請します。

１ 事業名

２ 事業実施期間 年 月 日から 年 月 日まで

３ 補助金交付申請額 円

４ 補助事業

５ 添付書類

（１）事業計画書（様式第２-１、様式第２-２）

（２）収支予算書（様式第３）

（３）収支予算書の金額を裏付ける見積書等

（４）定款、規約その他これらに類するもの

（５）その他市長が必要であると認める書類

備考 「補助事業」欄には、要綱別表１に「補助事業」に掲げる１～１９の

事業のうち該当する番号を記入してください。
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様式第２-１（第８条関係）

事業計画書①

団 体 名

代 表 者 （氏名： 連絡先： ）

設 立 年 月 日

事業の目標

※具体的な数値目

標を記入してくだ

さい。

目標を達成する

ための事業内容

※事業のスケジュ

ールを含め記入し

てください。

事業内容 スケジュール

事業の成果・

波及効果
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様式第２-２（第８条関係）

事業計画書②

名簿

※書ききれない場合は別紙に記載してください。別紙に記載する際は、この

様式の該当事項をすべて記載してください。

氏 名 年齢 住 所 通勤・通学先
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様式第３（第８条関係）

収支予算書

収 入（単位：円）

支 出（単位：円）

費 目 予 算 額 積 算 内 訳

新城市若者チャレンジ補助金

自己資金

事業収入（見込み）

その他

合 計

費 目 予 算 額 積 算 内 訳

補

助

対

象

経

費

小 計（①）

補
助
対
象

外
経
費

小 計（②）

合 計（①+②）【全体事業費】
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様式第４(第８条関係)

指令 第 号

年 月 日

様

新城市長

新城市若者チャレンジ補助金交付決定通知書

年 月 日 付けの新城市若者チャレンジ補助金の交付の申請

につきまして、次のとおり交付することに決定しましたので通知します。

１ 事業名

２ 補助事業に要する経費 円

３ 補助金の交付決定額 円

４ 補助事業の経費の配分及びその使用方法（次ページ）

５ 交付の条件
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収 入(単位：円)

支 出（単位：円）

費目 予算額 補助認定額 備 考

新城市若者チャレンジ補助金

自己資金

事業収入（見込み）

その他

合 計

費目 予算額 補助認定額 備 考

補
助
対
象
経
費

小 計

補
助
対
象
外

経
費

小 計

合 計
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様式第５(第８条関係)

年 月 日

新城市長

補助事業者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金交付変更申請書

年 月 日付け 指令新市自第 号で通知のありました新城市

若者チャレンジ補助金の交付の決定につきまして、次のとおり変更したいの

で申請します。

１ 事業名

２ 変更の内容

３ 変更の理由

備考 １ ２及び３については、必要に応じ別紙とすること。

２ ２については、必要に応じ変更計画、収支予算等その詳細を明ら

かにする書類を添付すること。



15

変更収支予算書

収 入（単位：円）

支 出（単位：円）

費 目 予算額 変更額 増減額 積算内訳

新城市若者チャレンジ補助

金

自己資金

事業収入（見込み）

その他

合 計

費 目 予算額 変更額 増減額 積算内訳

補

助

対

象

経

費

小 計（①）

補
助
対
象

外
経
費

小 計（②）

合 計（①+②）【全体事業費】
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様式第６(第８条関係)

指令 第 号

年 月 日

様

新城市長

新城市若者チャレンジ補助金交付取消決定通知書

年 月 日付けの新城市若者チャレンジ補助金の交付決定につきま

して、次のとおり交付の決定を取消しましたので、新城市補助金等交付規則

第１４条・第１９条の規定により通知します。

１ 事業名

２ 取消決定の内容

３ 取消決定の理由

４ 補助金の交付決定額
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様式第７(第８条関係)

指令 第 号

年 月 日

様

新城市長

新城市若者チャレンジ補助金交付変更決定通知書

年 月 日付けの新城市若者チャレンジ補助金の交付の変更申請に

つきましては、その内容を承認し、次のとおり交付の決定を変更することに

しましたので通知します。

１ 事業名

２ 交付決定の変更の内容

３ 交付決定の変更の理由

４ 補助金の交付決定額
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様式第８(第８条関係)

年 月 日

新城市長

補助事業者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金補助事業中止（廃止）申請書

年 月 日付け 指令新市自第 号で通知のありました新城市

若者チャレンジ補助金の交付の決定につきまして、次の理由により補助事業

を中止（廃止）したいので申請します。

１ 事業名

２ 補助事業を中止（廃止）する理由
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様式第９(第８条関係)

令和 年 月 日

新城市長

補助事業者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金概算払請求書

年 月 日付け 指令新市自第 号で交付決定通知のあった

事業につきまして、次のとおり概算払を請求します。

１ 補助金額等

２ 概算払を必要とする理由

<振込先>

金融機関の

名 称 等

銀行

信用金庫

信用組合

農協

店
口座の

種 類

普通預金

当座預金

フリガナ

口座番号 口座名義

補助金交付決定額 円

補助金支払済額 円

概 算 払 申 請 額 円
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様式第１０（第８条関係）

年 月 日

新城市長

補助事業者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金実績報告書

年 月 日付け指令新市自第 号で通知のありました新城市若者

チャレンジ補助金の交付の決定につきまして、次のとおり補助事業の実績を

報告します。

１ 事業名

２ 補助金の交付決定額 円

３ 補助金の実績額 円

４ 補助事業施行期間

着手 年 月 日

完了 年 月 日

５ 添付書類

（１）事業報告書（様式第１１）

（２）収支報告書（様式第１２）

（３）収支状況の確認できる領収書等の証拠書類

（４）その他必要と認められる書類
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様式第１１（第８条関係）

事業報告書

活動分類 活動日 参加人数 事業内容

内容（注意）

・ 活動日

・ 参加人員

・ 活動内容

以上の項目を

記 載 す る こ

と。

事業の成果

波及効果

（具体的な数

値を踏まえて

記入してくだ

さい。）
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様式第１２（第８条関係）

収支報告書

収 入（単位：円）

支 出（単位：円）

費 目 予算額 決算額 積 算 内 訳

新城市若者チャレンジ補助金

自己資金

事業収入（見込み）

その他

合計

費 目 予算額 決算額 積 算 内 訳

補

助

対

象

経

費

小 計（①）

補
助
対
象
外

経
費

小 計（②）

合計
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様式第１３（第８条関係)

指令 第 号

年 月 日

様

新城市長

新城市若者チャレンジ補助金交付確定通知書

年 月 日付けで報告のありました補助事業につきまして、次の

とおり新城市若者チャレンジ補助金の額を確定しましたので通知します。

１ 事業名

２ 補助金の交付決定額 円

３ 補助金の交付確定額 円

４ 備考
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様式第１４（第８条関係）

年 月 日

新城市長

補助事業者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金請求書

年 月 日付け 指令新市自第 号で確定の通知があ

りました新城市若者チャレンジ補助金につきまして、次のとおり交付を請求

します。

１ 補助金の交付請求額 円

<振込先>

金融機関の名

称 等

銀行

信用金庫

信用組合

農協

店
口座の

種 類

普通預金

当座預金

フリガナ

口座番号 口座名義



25

様式第１５(第１０条関係)

年 月 日

新城市長

申請者

住 所

団体名

代表者名

連絡先

新城市若者チャレンジ補助金交付決定前着手承認申請書

新城市若者チャレンジ補助金交付要綱第１０条第２項の規定により下記の

とおり新城市若者チャレンジ補助金の交付決定前着手の承認を申請します。

ただし、交付対象とならなかった場合は、団体の負担で事業を実施します。

１ 事業名

２ 交付決定前着手を必要とする理由
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様式第１６(第１０条関係)

指令 第 号

年 月 日

様

新城市長

新城市若者チャレンジ補助金交付決定前着手承認通知書

年 月 日付けで承認申請のあった新城市若者チャレンジ補助金

につきまして、新城市若者チャレンジ補助金交付要綱第１０条第３項の規定

により、次のとおり承認します。

１ 事業名

２ 承諾の内容

３ 承認の理由

４ その他


